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はじめに 

 

障害のある子供の教育に当たっては、その障害の状態等に応じて、可

能性を最大限に発揮させ、将来の自立や社会参加のために必要な力を培

うという視点に立って、一人一人の教育的ニーズに応じた指導を行うこ

とが必要です。 

このため、就学先の決定に当たっては、早期からの相談を行い、子供

の可能性を最も伸長する教育が行われることを前提に、本人・保護者の

意見を可能な限り尊重した上で、総合的な判断をすることが重要となり

ます。 

平成２５年９月１日、学校教育法施行令の一部が改正され、いわゆる

「就学基準」に該当する障害のある児童生徒等は原則特別支援学校に就

学するという従来の仕組みが改められました。具体的には、①障害の状

態等を踏まえた総合的な観点から就学先を決定する仕組みへの改正、②

障害の状態等の変化を踏まえた転学に関する規定の整備、③視覚障害者

等である児童生徒等の区域外就学に関する規定の整備、④保護者及び専

門家からの意見聴取の機会の拡大の４点です。 

県教育委員会では、今回の一部改正の趣旨や内容の理解の一助となる

よう、本資料を作成しました。 

本資料を、各市町村教育委員会における就学事務手続きの円滑な実施

や、保健・福祉担当部局と連携して障害のある児童生徒等及び保護者へ

の早期からの一貫した支援の充実に御活用いただき、各市町村における

体制整備の一層の推進に努めていただきますよう、よろしくお願いいた

します。 

 

 

平成２６年３月 

青森県教育庁 

学校教育課長  成田 昌造 
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１ 障害のある子供の就学手続の基本的な考え方 

 

（１）新しい制度と一貫した支援の重要性 

 
○インクルーシブ教育システムの構築 

学校教育は、障害のある子供の自立と社会参加を目指した取組を含め「共生社会」

の形成に向けて、重要な役割を果たすことが求められています。そのためにも共生

社会の形成に向けたインクルーシブ教育システムの構築のための特別支援教育の推

進が必要とされています。 
インクルーシブ教育システムの構築のためには、障害のある子供と障害のない子

供が、できる限り同じ場で共に学ぶことを目指すべきであり、その場合にはそれぞ

れの子供が、授業内容が分かり、学習活動に参加している実感・達成感をもちなが

ら、充実した時間を過ごしつつ、生きる力を身に付けていけるかどうかが最も本質

的な視点です。 
そのための環境整備として、個別の教育的ニーズのある子供に対して、自立と社

会参加を見据えて、その時点で教育的ニーズに最も的確に応える指導を提供できる、

多様で柔軟な仕組みを整備することが重要です。このため、小・中学校における通

常の学級、通級による指導、特別支援学級、特別支援学校といった、連続性のある

「多様な学びの場」を用意していくことが必要です。 
 

○家庭や地域、関係機関と連携した「面」としての教育支援 
障害のある子供一人一人の教育的ニーズを把握し、適切な指導及び必要な支援を

図る特別支援教育の理念を実現させていくためには、早期からの教育相談・支援、

就学支援、就学後の適切な教育及び必要な教育的支援全体を一貫した「教育支援」

と捉え直し、個別の教育支援計画の作成・活用の推進等を通じて、一人一人の教育

的ニーズに応じた支援の充実を図ることが重要です。 
個別の教育支援計画の作成・活用により、①障害のある子供の教育的ニーズの適

切な把握、②支援内容の明確化、③関係者間の共通認識の醸成、④家庭や医療、福

祉、保健、労働等の関係機関との連携強化、⑤定期的な見直し等による継続的な支

援、などの効果が期待でき、その取組を推進していくことは、特別支援教育の理念

の実現につながるものです。 
そのため、これまでの就学指導中心の「点」としての教育支援から、早期からの

支援や就学相談から継続的な就学相談・指導を含めた「線」としての継続的な教育

支援へ、そして、家庭や地域、関係機関と連携した「面」として、障害のある子供

の教育支援体制を構築することが必要です。 

－1－



 

 
 
（２）本人・保護者との合意形成と教育的ニーズの検討 

 
○就学に関するガイダンス 

円滑な就学先決定のプロセスをたどるためには、本格的な就学期の相談が開始さ

れる以前の適切な時期に、就学先決定についての手続の流れや、就学先決定後も柔

軟に転学できることなどについて、本人・保護者に対してあらかじめ就学に関する

ガイダンス（就学相談の概要と流れ、今後の予定等の説明）を行うことが必要です。 
この就学に関するガイダンスにおいては、保護者が、①子供の健康、学習、発達、

成長という観点を最優先する立場で就学先決定の話合いに臨むことができること、

②子供の可能性を最大限伸長するための就学先決定であること、③保護者の意向は

可能な限り尊重されることを伝え、④保護者が安心して就学相談に臨むことができ

るようにすることが大切です。 
また、域内の学校（通常の学級、通級による指導、特別支援学級、特別支援学校）

や支援のための資源の状況、入学までのスケジュール等を分かりやすく伝え、保護

者の就学相談に対する主体性を引き出すことが大切です。 
 

○相談支援ファイルの活用 
早期からの一貫した支援のためには、障害のある子供の成長記録や相談内容等に

関する情報を、その扱いに留意しつつ、必要に応じて関係機関が共有し、活用して

いくことが重要です。 
このような観点から、市町村教育委員会は、原則として翌年度の就学予定者を対

象に、それまでの支援の内容、その時点での教育的ニーズと必要な支援の内容等に

ついて、保護者や認定こども園、幼稚園、保育所、医療、福祉、保健等の関係機関

と連携して 「個別の教育支援計画」等として整理し、就学後は、学校が作成する個

別の教育支援計画の基となるものとして就学先の学校に引き継ぐことが必要です。 
その際、県教育委員会が作成した「相談支援ファイル」を用い、障害のある子供

【ポイント】 

・それぞれの子供が、授業内容が分かり、学習活動に参加している実感・達成感をもちなが

ら、充実した時間を過ごしつつ、生きる力を身に付けていけるかどうかが最も本質的な視点 

・小・中学校における通常の学級、通級による指導、特別支援学級、特別支援学校といった、

連続性のある「多様な学びの場」を用意していくことが必要 

・早期からの教育相談・支援、就学支援、就学後の適切な教育及び必要な教育的支援全体を一

貫した「教育支援」と捉え、一人一人のニーズに応じた教育支援の充実を図ることが重要 
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に関する情報を一元化し、適宜就学に関する情報を累加するなど、計画作成の作業

負担の効率化を図ることも有効です。 
 

○本人・保護者と市町村教育委員会、学校との合意形成 
市町村教育委員会は、子供の発達や障害の状態、これまでの教育・保育及び支援

の状況、保護者面談等を踏まえて、当該児童生徒の教育的ニーズと必要な支援の内

容を整理し、合理的配慮の内容も含めて本人・保護者や学校等との合意形成を進め

る必要があります。 
この場合においては、教育的ニーズと必要な支援の提供について、地域の教育資

源等をどのように活用できるのかとともに、現在の教育資源では提供が困難な内容

を明確にすることも重要です。加えて、就学先の違いにより必要となる環境や支援

の内容、期待される教育効果、将来の支援の見通しなどについても検討し、整理す

ることが必要です。 
また、就学後においても支援の内容や就学先について必要に応じて見直すことや、

見直しの時期及び見直しのための手続についても理解を共有しておくことが大切で

す。 
なお、特別支援学校に就学する場合には、居住地にある小・中学校との交流及び

共同学習の実施についても、合意を得ておくことが大切です。 
具体的な合意形成の方法としては、三者が協議の場をもち、十分な話合いの上で

合意していくことが望まれます。 
 

○保護者からの意見聴取 
保護者からの意見聴取に当たっては、就学先及び就学後の支援の内容等について

説明をした後、保護者が考える時間を十分に確保しておくことが必要です。その際、

支援を必要とする理由や、就学先で得られる教育効果等についても、分かりやすく

丁寧に説明することが重要です。 
なお、障害のある子供本人の意見については、学齢児童生徒の段階においては、

一般的には保護者を通じて表出されるものと考えられますが、中学校又は特別支援

学校中学部への進学時などにおいては、障害や発達の状況等を踏まえつつ、別途本

人の意見聴取を行うことが望ましい場合もあると考えられます。 
 

○専門家からの意見聴取 
就学先の検討に当たっては、教育学、医学、心理学等の専門家の意見を聴取する

ことが必要であり、教育支援委員会等（従来の就学指導委員会を含む。以下同じ。）

にそれぞれの専門家が参加して総合的な判断のための検討を行うことなどが考えら

れます。 
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なお、専門家からの意見聴取は、市町村教育委員会が就学先の決定を行うに際し

て、その判断に資するよう実施されるものであり、就学先を決定するのは、教育支

援委員会等ではなく、あくまでも市町村教育委員会であることに留意する必要があ

ります。 
 

 
 
 
（３）障害の種類・程度と就学先の決定の在り方 

 

○特別支援学校における教育の対象者 
特別支援学校における教育の対象は、学校教育法第７５条に規定する視覚障害者、

聴覚障害者、知的障害者、肢体不自由者又は病弱者の５つの障害種であり、その障

害の程度については、学校教育法施行令第２２条の３に規定されています。 
学校教育法施行令第２２条の３は、特別支援学校に入学可能な障害の程度を示す

ものであり、従来の就学先決定の仕組みにおいては、これに該当する者が原則とし

て特別支援学校に就学するといういわゆる「就学基準」として、あわせて位置付け

られていました。 
しかし、平成２５年９月の学校教育法施行令の改正により、障害の状態（第２２

条の３への該当の有無）に加え、教育的ニーズ、学校や地域の状況、保護者や専門

家の意見等を総合的に勘案して、障害のある児童生徒の就学先を個別に判断・決定

する仕組みへと改められました。 
このことにより、学校教育法施行令第２２条の３については、これに該当する者

が原則として特別支援学校に就学するという「就学基準」としての機能は持たない

こととなる一方、特別支援学校に入学可能な障害の程度を示すものとしての機能は、

引き続き有していることに留意する必要があります。 
 

【ポイント】 

・就学先決定についての手続の流れや、就学先決定後も柔軟に転学できることなどについて、

本人・保護者に対してあらかじめ就学に関するガイダンス（就学相談の概要と流れ、今後の

予定等の説明）を行うことが必要 

・成長記録や支援内容等に関する情報の共有と活用には相談支援ファイルが有効 

・子供の発達や障害の状態、これまでの教育・保育及び支援の状況、保護者面談等を踏まえ

て、当該児童生徒の教育的ニーズと必要な支援の内容を整理し、本人・保護者や学校等と合

意形成を進めることが大切 

・就学先の違いにより必要となる環境や支援の内容、期待される教育効果、将来の支援の見通

しなどについても検討し、整理することが必要 
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○特別支援学校、特別支援学級、通級による指導の対象となる障害の種類及び程度等 

種類 

程度等 

学校教育法施行令第２２条の３ 平成２５年１０月４日付け２５文科初第７５６号 

特別支援学校 特別支援学級 通級による指導 

視覚障害者 両眼の視力がおおむね 0.3 未満のもの

又は視力以外の視機能障害が高度のも

ののうち、拡大鏡等の使用によつても

通常の文字、図形等の視覚による認識

が不可能又は著しく困難な程度のもの 

  

弱視者  拡大鏡等の使用によっても通常の文

字、図形等の視覚による認識が困難な

程度のもの 

拡大鏡等の使用によっても通常の文字、図

形等の視覚による認識が困難な程度の者

で、通常の学級での学習におおむね参加で

き、一部特別な指導を必要とするもの 

聴覚障害者 両耳の聴力レベルがおおむね 60 デシベ

ル以上のもののうち、補聴器等の使用

によっても通常の話声を解することが

不可能又は著しく困難な程度のもの 

  

難聴者  補聴器等の使用によっても通常の話声

を解することが困難な程度のもの 

補聴器等の使用によっても通常の話声を解

することが困難な程度の者で、通常の学級

での学習におおむね参加でき、一部特別な

指導を必要とするもの 

知的障害者 一 知的発達の遅滞があり、他人との意

思疎通が困難で日常生活を営むのに頻

繁に援助を必要とする程度のもの 

二 知的発達の遅滞の程度が前号に掲げ

る程度に達しないもののうち、社会生

活への適応が著しく困難なもの 

知的発達の遅滞があり、他人との意思

疎通に軽度の困難があり日常生活を営

むのに一部援助が必要で、社会生活へ

の適応が困難である程度のもの 

 

肢体不自由者 一 肢体不自由の状態が補装具の使用に

よつても歩行、筆記等日常生活におけ

る基本的な動作が不可能又は困難な程

度のもの 

二 肢体不自由の状態が前号に掲げる程

度に達しないもののうち、常時の医学

的観察指導を必要とする程度のもの 

補装具によっても歩行や筆記等日常生

活における基本的な動作に軽度の困難

がある程度のもの 

肢体不自由の程度が、通常の学級での学習

におおむね参加でき、一部特別な指導を必

要とする程度のもの 

病弱者及び身体虚弱者 一 慢性の呼吸器疾患、腎臓疾患及び神

経疾患、悪性新生物その他の疾患の状

態が継続して医療又は生活規制を必要

とする程度のもの 

二 身体虚弱の状態が継続して生活規制

を必要とする程度のもの 

一 慢性の呼吸器疾患その他疾患の状

態が持続的又は間欠的に医療又は生

活の管理を必要とする程度のもの 

二 身体虚弱の状態が持続的に生活の

管理を必要とする程度のもの 

病弱又は身体虚弱の程度が、通常の学級で

の学習におおむね参加でき、一部特別な指

導を必要とする程度のもの 

言語障害者  口蓋裂、構音器官のまひ等器質的又は

機能的な構音障害のある者、吃音等話

し言葉におけるリズムの障害のある

者、話す、聞く等言語機能の基礎的事

項に発達の遅れがある者、その他これ

に準じる者(これらの障害が主として他

の障害に起因するものではない者に限

る。)で、その程度が著しいもの 

口蓋裂、構音器官のまひ等器質的又は機能

的な構音障害のある者、吃音等話し言葉に

おけるリズムの障害のある者、話す、聞く

等言語機能の基礎的事 項に発達の遅れがあ

る者、その他これに準じる者(これらの障害

が主として他の障害に起因するものではな

い者に限る。)で、通常の学級での学習にお

おむね参加でき、一部特別な指導を必要と

する程度のもの 

自閉症・情緒障害者  一 自閉症又はそれに類するもので、

他人との意思疎通及び対人関係の形

成が困難である程度のもの 

二 主として心理的な要因による選択

性かん黙等があるもので、社会生活

への適応が困難である程度のもの 

 

自閉症者   自閉症又はそれに類するもので、通常の学

級での学習におおむね参加でき、一部特別

な指導を必要とする程度のもの 

情緒障害者   主として心理的な要因による選択性かん黙

等があるもので、通常の学級での学習にお

おむね参加でき、一部特別な指導を必要と

する程度のもの 

学習障害者   全般的な知的発達に遅れはないが、聞く、

話す、読む、書く、計算する又は推論する

能力のうち特定のものの習得と使用に著し

い困難を示すもので、一部特別な指導を必

要とする程度のもの 

注意欠陥多動性障害者   年齢又は発達に不釣り合いな注意力、又は

衝動性・多動性が認められ、社会的な活動

や学業の機能に支障をきたすもので、一部

特別な指導を必要とする程度のもの 
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○特別支援学級における教育及び通級による指導の対象者 
小・中学校において特別支援学級を置く場合及び通級による指導を行う場合には、

「障害のある児童生徒等に対する早期からの一貫した支援について（通知）」（文

部科学省初等中等教育局長発 平成２５年１０月４日付け２５文科初第７５６号）

に掲げる障害の種類及び程度の児童生徒のうち、その者の障害の状態、その者の教

育上必要な支援の内容、地域における教育の体制の整備の状況その他の事情を勘案

して、特別支援学級で教育を受けること、あるいは通級による指導が適当であると

認める者を対象として、適切な教育を行う必要があります。 
 

 

 
 

（４）就学先の決定・通知 

 
○市町村教育委員会による最終決定 

それぞれの子供の就学先については、市町村教育委員会が、本人・保護者に対し

十分な情報提供をしつつ、本人・保護者の意見を最大限尊重し、本人・保護者と市

町村教育委員会、学校等が教育的ニーズと必要な支援について合意形成を行うこと

を原則とし、最終的には市町村教育委員会が決定します。 
その際、保護者の思いと子供本人の教育的ニーズは、異なることもあり得ること

に留意しつつ、保護者の思いをしっかりと受け止めるとともに、本人に必要なもの

は何かを考えていくことが必要です。 
そのためには、市町村教育委員会が本人・保護者の意見を十分に聞き、共通認識

を醸成していくことが重要になります。 
なお、就学先の決定に当たっては、その子供が就学先となる学校で十分な教育を

受けられる環境が確保されていることが必要であり、このことの確認や実際の受け

入れ体制を欠いたまま、市町村教育委員会が就学に関する通知を発出することがあ

ってはなりません。 

【ポイント】 

・新制度は、障害の状態（第２２条の３への該当の有無）に加え、教育的ニーズ、学校や地

域の状況、保護者や専門家の意見等を総合的に勘案して、障害のある児童生徒の就学先を

個別に判断・決定する仕組み 

・特別支援学校における教育の対象は、学校教育法第７５条に規定する視覚障害者、聴覚障

害者、知的障害者、肢体不自由者又は病弱者の５つの障害種であり、その具体の障害の程

度については、学校教育法施行令第２２条の３において規定 

・学校教育法施行令第２２条の３は、特別支援学校に入学可能な障害の程度を示すもの 
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また、市町村教育委員会が特別支援学校へ就学することを適当と判断した児童生

徒については、以降の手続が円滑かつ速やかになされるよう、県教育委員会との密

接な連携に留意する必要があります。 
 

○小・中学校へ就学する場合の通知 
小・中学校への就学が適当と判断された児童生徒については、前年度の１月末ま

でに、市町村教育委員会から保護者に対し、就学通知を発出します。（学校教育法

施行令第５条第１項及び第２項） 
また、市町村教育委員会はこれと同時に、当該児童生徒が就学する小・中学校の

校長に対しても当該児童生徒の氏名及び入学期日を通知します。（学校教育法施行

令第７条） 
 

○特別支援学校へ就学する場合の通知 
特別支援学校への就学が適当と判断された児童生徒については、前年度の１２月

末までに、市町村教育委員会が県教育委員会に対し、その氏名及び特別支援学校に

就学させるべき旨を通知します。（学校教育法施行令第１１条第１項） 
県教育委員会は、当該通知を受けた児童生徒について、その保護者に対し、小・

中学校と同様、前年度の１月末までに、特別支援学校への就学通知を発出します。

（学校教育法施行令第１４条第１項） 
この通知と同時に、県教育委員会は、当該児童生徒が就学する特別支援学校の校

長に対しても、当該児童生徒の氏名及び入学期日を通知するとともに、市町村教育

委員会に対しても、当該児童生徒の氏名、入学期日及び指定した特別支援学校を通

知します。（学校教育法施行令第１５条第１項及び第２項） 
 

 

 
 

【ポイント】 

・就学先の決定においては、以下を原則とし、最終的には市町村教育委員会が決定 

①市町村教育委員会による、本人・保護者に対する十分な情報提供 

②市町村教育委員会による、本人・保護者の意見の最大限の尊重 

③本人・保護者と市町村教育委員会、学校等による教育的ニーズと必要な支援についての合

意形成 

・小・中学校へ就学する場合は、市町村教育委員会が保護者及び当該校長へ通知 

・特別支援学校へ就学する場合は、市町村教育委員会が県教育委員会に通知し、県教育委員会

が保護者及び当該校長へ通知 
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（５）就学後のフォローアップと柔軟な対応 

 
○就学後のフォローアップ 

就学時に、小学校６年間、中学校３年間の学びの場がすべて決まってしまうので

はなく、子供の発達の程度、適応の状況、学校の環境等を勘案しながら柔軟に転学

等ができることを、関係者は共通理解することが重要です。そのため、学校や市町

村教育委員会では、定期的に教育相談や個別の教育支援計画に基づく関係者による

会議などを行い、必要に応じて個別の教育支援計画を見直し、就学先等を変更でき

るようにしていくことが必要となります。 
また、就学相談の初期の段階で、就学先決定についての手続の流れや就学先決定

後も柔軟に転学等ができることなどを本人・保護者に予め説明しておくことは、障

害の状態等の変化へ十分な対応ができないことによって子供が学校で困ることのな

いようにする観点からも重要です。 
さらに、市町村教育委員会は、特別支援学校に就学した子供についても、当該校

や県教育委員会と密接に連携を図りつつ、障害のない子供と同じ場で共に学ぶこと

を追求するという姿勢で対応することが重要です。 
 

○就学後の教育相談と「学びの場」の柔軟な見直し 
小学校や特別支援学校への就学後には、障害の状態の変化や適切な指導や支援を

行う場の検討の結果、就学先を変更することが適切と考えられる子供も想定されま

す。 
このような子供の教育的ニーズ等の変化に継続的かつ適切に対応するため、市町

村教育委員会は、特別支援学校や小・中学校において個別の教育支援計画の作成・

活用を推進し、その内容の充実を図るとともに、同計画を定期的に見直すことを通

じて、継続的な教育相談を行う必要があります。 
なお、継続的に教育相談を行うことが、保護者によっては精神的あるいは生活上

の負担と受け止められる場合も予想されます。これらの相談は、保護者を説得する

ためのものではなく、子供の成長を確認し、喜び合うものであるという認識が共有

されることが大切です。 
このように就学後も継続的に教育相談・指導を行うことにより、就学先の変更を

含め、子供一人一人の教育的ニーズに応じた適切な指導や必要な支援の方法等を定

期的に見直すことが必要です。 
 

○「教育支援委員会等」の機能 
今後の教育支援委員会等においては、これまで就学指導委員会が行ってきた機能

に対し、早期からの教育相談・支援や就学先決定時のみならず、その後の一貫した
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支援についても助言を行うという観点から、以下のような機能を担っていくことが

大切です。 
（ア）障害のある子供の状態を早期から把握する観点から、教育相談機関との連

携により、障害のある子供の情報を継続的に把握すること。 
（イ）就学移行期においては、教育委員会と連携し、本人・保護者に対する情報

提供を行うこと。 
（ウ）教育的ニーズと必要な支援について整理し、個別の教育支援計画の作成に

ついて助言を行うこと。 
（エ）市町村教育委員会による就学先決定に際し、事前に総合的な判断のための

助言を行うこと。 
（オ）就学先についての教育委員会の決定と保護者の意見が一致しない場合にお

いて市町村教育委員会からの要請に基づき、第三者的な立場から調整を行う

こと。 
（カ）就学先の学校に対して適切な情報提供を行うこと。 
（キ）就学後についても、必要に応じ「学びの場」の変更等について助言を行う

こと。 
（ク）「合理的配慮」について、提供の妥当性や関係者間の意見が一致しない場

合の調整について助言を行うこと。 
 

 
 

【ポイント】 

・就学時に決定した「学びの場」は固定したものではなく、子供の発達の程度、適応の状

況、学校の環境等を勘案しながら柔軟に転学等ができることを、関係者の共通理解とす

ることが重要 

・設置者が異なる特別支援学校に就学した子供については，双方の教育委員会が密接に連

携を図りつつ、障害のない子供と同じ場で共に学ぶことを追求するという姿勢で対応す

ることが重要 

・就学後も継続的に教育相談・指導を行うことにより、子供の一人一人の教育的ニーズに

応じた適切な指導や必要な支援の方法等を定期的に見直すことが必要 

・「教育支援委員会等」は、早期からの教育相談・支援や就学先決定時のみならず、その

後の一貫した支援に関する機能が大切 
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委
 

＊
教

育
事
務

所
を

経
由
 

令
第

12
条

第
2
項
 

就
学
通
知

 
県
教
委

 
そ
の

都
度

速
や
か
に
 

保
護
者
 

特
別
支
援
学
校
長
 

市
町
村
教
委

 
教
育
事
務
所

 

3－
1号

 
4－

1号
 

5－
1号

 

令
第
14
条

 
令
第
15
条

 
令
第
15
条

 

3
 

他
県

か
ら
、

特
別
支
援

学
校

就
学
対

象
者
が
転

居
し

て
き
た

場
合
 

特
別
支
援
学
校
就
学

対
象
者

に
つ
い
て

(通
知

) 

1号
 

市
町

村
教

委
 

・
学

齢
簿
謄

本
 

・
判

断
の
参

考

と
し

た
資
料

 
・

教
育

支
援
に

関
す

る
調
査

票

（
様

式
2号

）
 

そ
の
都

度
速

や
か

に
 

県
教

委
 

＊
教

育
事
務

所

を
経

由
 

令
第

12
条

第
2
項
 

就
学
通
知

 
県
教
委

 
そ
の

都
度

速
や
か
に
 

保
護
者
 

特
別
支
援
学
校
長
 

市
町
村
教
委

 
教
育
事
務
所

 

3－
1号

 
4－

1号
 

5－
1号

 

令
第
14
条

 
令
第
15
条

 
令
第
15
条

 

4
 

１
．

２
．
３

の
就
学
通

知
を

受
け
た

後
、
就
学

先
の

変
更
を

要
す
る
場

合
 

就
学
を

指
定
さ
れ
た

学
校
の

変
更
願
 

6
号
 

保
護

者
 

 
そ

の
都

度
速

や
か

に
 

県
教

委
 

＊
市

町
村
教

委

及
び

教
育
事

務
所

を
経

由
 

令
第

16
条
 
就

学
通
知
（
変
更
）
 
県
教
委

 
そ
の

都
度

速
や
か
に
 

保
護
者
 

特
別
支
援
学
校
長
 

市
町
村
教
委

 
教
育
事
務
所

 

3
-2

号
 

4
-1

号
 

5
-3

号
 

令
第

16
条
 

5
 

１
．

２
．
３

の
就
学
通

知
を

受
け
た

後
、
そ
の

取
り

消
し
を

要
す
る
場

合
 

就
学
を

指
定
さ
れ
た

学
校
の

取
消
し

願
 

7
号
 

保
護

者
 

 
そ

の
都

度
速

や
か

に
 

県
教

委
 

＊
市

町
村
教

委
及

び
教

育
事

務

所
を

経
由
 

 
就

学
通
知
（
取
消
）
 
県
教
委

 
そ
の

都
度

速
や
か
に
 

保
護
者
 

特
別
支
援
学
校
長
 

市
町
村
教
委

 
教
育
事
務
所

 

3
-3

号
 

4
-2

号
 

5
-3

号
 

 

6
 

特
別

支
援
学

校
間
で
の

転
学

の
場
合
 

児
童
・

生
徒
の

転
学

に
つ
い
て
（
通
知
）
 
8
号
 

特
別

支
援

学
校

長
 

学
校

長
意
見

書
（

様
式

9
号

）
 

変
更

願
（
様

式
6
号

）
 

そ
の
都

度
速

や
か

に
 

県
教

委
 

令
第

16
条
 
就

学
通
知
（
変
更
）
 
県
教
委

 
そ
の

都
度

速
や
か
に
 

保
護
者
 

特
別
支
援
学
校
長
 

市
町
村
教
委

 
教
育
事
務
所

 

3
-2

号
 

4
-1

号
 

4
-3

号
 

5
-2

号
 

令
第

16
条
 

7
 

特
別

支
援
学

校
在
籍
者

の
う

ち
、
就

学
対
象
者

で
な

く
な
っ

た
者
が
あ

る
場

合
 

特
別
支
援
学
校

の
就

学
者
で
な
く
な
っ
た

者
に
つ
い
て

（
通

知
）
 

1
0-
1
号
 

特
別

支
援

学
校

長
 

診
断

書
又
は

学
校

長
意

見
書

（
様

式
9
号

）
 

そ
の
都

度
速

や
か

に
 

県
教

委
 

令
第

6
条

の
2
第

1
項
 

特
別
支
援
学
校

の
就

学
者
で
な
く
な
っ
た

者
に
つ
い
て

（
通

知
）
 

県
教
委

 
そ
の

都
度

速
や
か
に
 

市
町
村
教
委
 

教
育
事
務
所
 

1
1-
1
号

 
令
第

6
条

の
2
第
 

8
 

特
別

支
援

学
校

在
籍
者

の
う

ち
、

小
・

中
学
校

に
就

学
す

る
こ

と
が
適

当
だ

と
思
料

す
る
場
合
 

小
学

校
及

び
中

学
校

に
就

学
す

る
こ

と
が

適
当

で
あ

る
と

思
料

す
る

者
に

つ
い

て
（
通
知

）
 

1
0-
2
号
 

特
別

支
援

学
校

長
 

学
校

長
意
見

書
（

様
式

9
号

）
 

そ
の
都

度
速

や
か

に
 

県
教

委
 

令
第

6
条

の
3
第

1

項
 

小
学

校
及

び
中

学
校

に
就

学
す

る
こ

と
が

適
当

で
あ

る
と

思
料

す
る

者
に

つ
い

て
（

通
知

）
 

県
教
委

 
そ
の

都
度

速
や
か
に
 

市
町
村
教
委
 

教
育
事
務
所
 

1
1-
2
号

 
令
第

6
条

の
3
第

2

項
 

9
 

特
別

支
援

学
校

在
籍
者

の
う

ち
、

小
・

中
学
校

に
就

学
す

る
こ

と
が
適

当
で

な
い

と
思

料
す
る

場
合
 

小
学

校
及

び
中

学
校

に
就

学
す

る
こ

と
が

適
当

で
な

い
と

認
め

た
者

に
つ

い
て

（
通

知
）
 

1
0-
3
号
 

市
町

村
教

委
 

 
そ

の
都

度
速

や
か

に
 

県
教

委
 

＊
教

育
事
務

所

を
経

由
 

令
第

6
条

の
3
第

3

項
 

小
学

校
及

び
中

学
校

に
就

学
す

る
こ

と
が

適
当

で
な

い
と

認
め

た
者

に
つ

い
て

（
通

知
）
 

県
教
委

 
そ
の

都
度

速
や
か
に
 

特
別
支
援
学
校
長
 

1
1-
3
号

 
令
第

6
条

の
3
第

4

項
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 （
区
域
外
就
学
等
）

 

N
O 

区
分
 

作
成
書
類
 

様
式
 

作
成
者
 

添
付
書
類
 

期
限
 

提
出
先
 

根
拠
法
 

作
成
書
類
 

作
成
者
 

期
限
 

送
付
先
 

様
式
 

根
拠
法
 

1
 

他
県
に

住
所

が
あ
る

学

齢
児

童
・
生

徒
が
、
県

立
特

別
支
援

学
校
に
就

学
を
希

望
す

る
場
合

 

区
域
外
就
学
願

 
1
2号

 
保

護
者

 
診

断
書

等
 

そ
の

都
度

速
や

か
に
 

県
教

委
 

＊
住

所
の
存

す
る

市
町

村
教

委
を

経
由

 

令
第
17
条

 
承

諾
書

 
県
教
委

 
そ
の

都
度

速
や
か
に
 

保
護
者

 
1
3号

 
令
第

17
条

 

2
 

他
県
の

特
別

支
援
学

校
に

就
学
を
希

望
す
る

場
合

 

区
域
外
就
学
願

 
1
2号

 
保

護
者

 
診

断
書

等
 

そ
の

都
度

速
や

か
に
 

就
学

を
希
望
す

る
都

道
府
県

教
委

 
＊

市
町

村
教

委
を

経
由

 

令
第
17
条

 
届

出
書

（
承
諾
書
添

付
）

 
保
護
者

 
そ
の

都
度

速
や
か
に
 

市
町
村
教
委

 
1
4号

 
令
第

17
条

 

3
 

弘
前

大
学
教

育
学
部
附

属
特

別
支
援

学
校
に
入

学
す

る
場
合
 

 
 

 
 

 
 

 
届

出
書

（
入
学
許
可

書
添
付

）
 

保
護
者

 
そ
の

都
度

速
や
か
に
 

市
町
村
教
委

 
1
4号

 
令
第

17
条

 

4
 

他
県
に

住
所

の
あ
る

本
県

特
別

支
援

学
校
在
籍

者
が
、

他
県

の
特
別

支

援
学

校
に
転

出
す
る

場
合

 

児
童

・
生
徒

の
退
学

に
つ
い
て
（

通
知
）

 
1
5号

 
特

別
支

援
学

校
長

 
 

そ
の

都
度

速
や

か
に
 

市
町

村
教
委

 
令

18
条
 

 
 

 
 

 
 

5
 

他
県
に

住
所

の
あ
る

本
県

特
別

支
援

学
校
在
籍

者
が
、

就
学

対
象
者

で

な
く

な
っ
た
場

合
 

特
別
支
援
学
校
就
学

対
象
者

で
な
く
な
っ

た
者

に
つ
い
て

（
通

知
）

 

1
0-
1号

 
特

別
支

援
学

校
長
 

診
断

書
又
は

校
長

意
見

書
（

様
式
9号

）
 

そ
の

都
度

速
や

か
に
 

住
所

の
存
す

る
都

道
府

県
教

委
 
令

第
6
条

の
2
第

1
項

 

 
 

 
 

 
 

6
 

本
県
に

住
所

が
あ
り

他
県

の
特

別
支

援
学
校

に

在
籍
し

て
い

た
者
が
、

本
県
の

特
別

支
援
学

校
に

就
学
す
る

場
合
 

（
区

域
外
就

学
前
に
 

特
支

学
校
在

籍
）
 

 
 

 
 

 
 

 
就

学
通
知

 
県
教
委

 
そ
の

都
度

速
や
か
に
 

保
護
者

 
特
別
支
援
学
校
長

 
市
町
村
教
委

 
教
育
事
務
所

 

3－
1号

 
4－

1号
 

5－
1号

 

令
第

14
条

 
令
第

15
条

 
令
第

15
条

 

7
 

本
県
に

住
所

が
あ
り

他

県
の
特

別
支

援
学
校

に
在

籍
し

て
い

た
者
が
、

本
県
の

特
別

支
援
学

校

に
就

学
す
る

場
合
 

（
区

域
外
就

学
前
に
 

小
中

学
校
在

籍
）
 

特
別
支
援
学
校
就
学

対
象
者

に
つ
い
て

(通
知

) 

1号
 

市
町

村
教

委
 

・
学

齢
簿
謄

本
 

・
判

断
の
参

考
と

し
た
資
料

 
・
教

育
支
援
に

関
す

る
調
査

票
（
様

式
2号

）
 

そ
の

都
度

速
や

か
に
 

県
教

委
 

＊
教

育
事
務

所
を

経
由
 

令
第

12
条

第
2
項
 

就
学
通
知

 
 

県
教
委

 
そ
の

都
度

速
や
か
に
 

保
護
者
 

特
別
支
援
学
校
長
 

市
町
村
教
委

 
教
育
事
務
所

 

3－
1号

 
4－

1号
 

5－
1号

 

令
第

14
条

 
令
第

15
条

 
令
第

15
条

 

8
 

本
県
に

住
所

が
あ
り

他
県

の
特

別
支

援
学
校

に
在

籍
し

て
い

た
者
が
、

本
県
の

小
・
中

学
校

に
就

学
す

る
場

合
 

（
区

域
外
就

学
前
に
 

特
支

学
校
在

籍
）
 

 
 

 
 

 
 

 
特

別
支
援
学
校

の
就

学
者
で
な
く
な
っ
た

者
に
つ
い
て

（
通

知
）
 

県
教
委

 
そ
の

都
度

速
や
か
に
 

市
町
村
教
委
 

教
育
事
務
所
 

1
1-
1
号
 

令
第

6
条

の
2
第

2
項
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（３）制度改正を受けた様式の改訂点 

 
改正された学校教育法施行令第５条では、同第２２条の３の表に示す障害の

程度（いわゆる「就学基準」）に該当する視覚障害者等が、市町村教育委員会

が特別な事情があると認めた場合に例外的に小中学校へ就学する「認定就学制

度」が廃止された。 
これに伴い、市町村教育委員会が就学先を決定する際の検討要件として、①

その者の障害の状態、②その者の教育上必要な支援の内容、③地域における教

育の体制の整備の状況、④その他の事情の４つが示され、総合的に判断するこ

ととされている。（④「その他の事情」は、同第１８条の２における保護者及

び専門家の意見聴取を指す。） 
また、同第６条の３及び同第１２条の２においては、特別支援学校・小中学

校間の転学について、従来の障害の状態の変化のみを理由にした校長の思料だ

けではなく、同第５条に示す４つの要件により転学の検討が開始できることと

された。 
 
さらに、文部科学省初等中等教育長通知（２５文科初第７５６号）では、

「現在、多くの市町村の教育委員会に設置されている「就学指導委員会」につ

いては、早期からの教育相談・支援や就学先決定時のみならず、その後の一貫

した支援についても助言を行うという観点から機能の拡充を図る」とされてい

る。 
 
これらのことを受け、以下の様式改訂を行った。 

 
（ア）「認定就学者」の文言整理 
認定就学者の文言を削除し、新しい制度の趣旨を踏まえた文言整理を行い、

関係する各様式を改訂した。 
 

（イ）転学に関する文言整理 
校長が、特別支援学校あるいは小中学校へ転学することが適当と思料する

場合の判断要素が示されたことを受けた文言整理を行い、関係する様式を改

訂した。 
なお、これまでの様式において「認定就学者として不適当だと認めた者

（理由）」と表記していたが、改正の趣旨を踏まえ「就学することが適当で

ないと認めた者（理由）」と表記している。 
 

（ウ）区域外就学に関する様式の改訂 
すべての対象者の就学先を市町村教育委員会が最終的に決定することから、
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区域外就学者の届出について市町村教育委員会を経由機関とすることを改め、

関係する各様式を改訂した。 
 

（エ）様式第２号（旧呼称：就学調査票）の改訂 
市町村教育委員会が、本人・保護者の意見を最大限尊重し、関係者による

教育的ニーズと必要な支援についての合意形成を行い、就学先を決定し、ま

た柔軟に就学先の変更を検討するプロセスにおいて、それぞれの検討が円滑

かつ効果的に行われるよう、県教育委員会が参考様式として示している様式

第２号（新呼称：教育支援に関する調査票）を改訂した。 
 

特に、「教育支援に係る調査票」（以下、調査票と言う。）の作成に当たっ

ては、その過程において、先に作成した調査票の内容や特定の作成者の意向が

他の調査票の内容に影響することが考えられる。 
市町村教育委員会においては、市町村就学指導委員会等での審議及び市町村

教育委員会の決定に際し、本人・保護者及び関係者の意見等が等しく反映され

るよう、調査票の作成及び審議における取扱いに留意する必要がある。 
 
 
【調査票の構成】 
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（４）諸様式 

 

様式１号 

文 書 番 号  
平成    年    月    日 

 
  青 森 県 教 育 委 員 会  教 育 長  殿 
 
                                                      （市町村）教育委員会 
                                                          教育長（  氏      名  ） 
 

特別支援学校就学対象者について (通知) 
 
 このことについて、学校教育法施行令第１１条、第１２条第２項の規定に基づき、下記のとおり通

知します。 
 

記 

 

※  添付書類 

  １  学齢簿謄本 

  ２  市町村教育委員会が判断の参考とした資料の写し又はこれに代わる書類 

  ３  教育支援に関する調査票（様式２号を参考のこと） 

  ４  在宅訪問教育を希望する場合は付近の略図 

本  

人 

ふ り が な 

氏       名 
性
別生 年 月 日 現  住  所 

施  設  名 

(在籍学校学年) 

就学の猶 

予・免除 

  
平成 年 

月  日

〒 

 
 

    年  月  日
～ 

    年  月  日

保 

護 

者 

ふ り が な 

氏       名 

(本人の続柄) 

続    柄 
現  住  所 

職 業 ・ 

勤 務 先 

連絡先の 

電話番号 

     

障  害  の  種  類 障 害 の 程 度  

  

入 

学 

希 

望 

入 学 を 希 望 す る 学 校 寄宿舎入舎希望・施設入所手続き状況 
在 宅 訪

問 教 育

の 希 望

の 有 無

青森県立                  学校  特別支援学校入学者 

 について寄宿舎入舎 

 の希望の有無 

特別支援学校入学者 

について児童福祉施 

設入所申込みの有無 
希 望 入 学 期 日 

平 成   年   月   日 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無

備  

考 

 

印 

－14－ － 15－



様式第２号 

教育支援に関する調査票（保護者用） 

市町村教育委員会名   No.  

   作成年月日  

１．本人に関すること 

ふりがな  性

別

男 在籍学校等名  

氏  名  女 学 年 等  

 

健
康
に
関
す
る
こ
と 

傾向 病気がち 熱発しやすい てんかん発作がある アレルギーがある その他（          ） 

通
院
歴 

病名等 期 間 医療機関・診療科 

 年  月～  年  月  

 年  月～  年  月  

 年  月～  年  月  

障
害
に
関
す
る
こ
と

障害者手帳 無 有 
種類（ 身体 知的 精神 ）  取得年月日（   年   月   日） 

種類（ 身体 知的 精神 ）  取得年月日（   年   月   日） 

補装具使用 無 有 種類（                               ） 

医療的ケア 無 有 内容（ 吸引 経管 その他：                    ） 

 

２．保護者に関すること 

ふりがな 

保護者氏名 
 続柄  

現住所 〒 
連絡先

電話番号 
－   － 

 

３．相談や教育に関すること 

相
談
歴 

期 間 相談機関等名 

年  月～  年  月  

年  月～  年  月  

年  月～  年  月  

教
育
歴 

期 間 園・学校等名 

年  月～  年  月  

年  月～  年  月  

年  月～  年  月  

 

４．教育支援に関する本人及び保護者の意向に関すること 

【希望する学校等】 

１．小・中学校の通常の学級    ２．特別支援学級    ３．通級による指導    ４．特別支援学校 

【希望する理由】 

 

【通学方法】 

１．徒歩 ２．路線バス等 ３．送迎サービス ４．保護者送迎 ５．寄宿舎 ６．スクールバス ７．施設入所 ８．訪問教育 

【交流及び共同学習の実施希望】 

 

【教育支援の内容に関する希望】 

 

【学校見学の実施】 

・無 

・有：小・中学校（ 通常学級  通級指導教室  特別支援学級 ）

特別支援学校（学校名                ）

【体験入学の実施】 

・無 

・有：学校名（               ）

      （               ）

－16－ － 17－



様式第２号 

教育支援に関する調査票（学校・福祉施設等用） 

市町村教育委員会名   No.  

   作成年月日  

 

ふりがな  性

別

男 在籍学校等名  

氏  名  女 学 年 等  

 

１．本人の状況 

項 目 学校・福祉施設等での様子 

学習面  

運動面  

行動面  

コミュニケ

ーション面 
 

その他  

 

２．教育支援の内容 

 

 

３．入学・転学に関する所見 

 

 

学校・福祉施設名  学校・福祉施設長名  

   印

－16－ － 17－



様式第２号 

教育支援に関する調査票（専門員等用） 

市町村教育委員会名   No.  

   作成年月日  

 

ふりがな  性

別

男 在籍学校等名  

氏  名  女 学 年 等  

 

１．行動観察 

観 点 発達や生活の状況 特記事項 

見え方 □ 診断有り □ 要配慮 □ 特になし
 

きこえ方 □ 診断有り □ 要配慮 □ 特になし
 

コミュニケーション 

（意思疎通） 
□ 困難 □ 要配慮 □ 特になし

 

基本的生活習慣 □ 全面介助 □ 一部介助 □ 特になし
 

身体運動（移動） □ 全面介助 □ 一部介助 □ 特になし
 

身体運動（筆記） □ 全面介助 □ 一部介助 □ 特になし
 

健康状態 □ 要管理 □ 一部管理 □ 特になし
 

危険の理解 □ 困難 □ 要配慮 □ 特になし
 

衝動性 □ 顕著 □ 要配慮 □ 特になし
 

不注意 □ 顕著 □ 要配慮 □ 特になし
 

こだわり □ 顕著 □ 要配慮 □ 特になし
 

 

２．諸検査の結果 

検査の名称 実施日等 結果 検査者所属氏名

 
年  月  日 

満  歳  月 

  

 
年  月  日 

満  歳  月 

  

 
年  月  日 

満  歳  月 

  

 

３．行動観察及び諸検査の結果を踏まえた本人の全体像 

 

 

４．教育支援に関する配慮事項 

 

 

作成者所属・職・氏名                                

－18－ － 19－



様式第２号 

教育支援に関する調査票（医師用） 

市町村教育委員会名   No.  

   作成年月日  

 

ふりがな  性

別

男 在籍学校等名  

氏  名  女 学 年 等  

 

１．障害や病気の診断 

 

 

２．学校での教育活動における医療的な配慮事項に関する所見 

 

 

所属・氏名 

                                          

－18－ － 19－



様式第２号 

教育支援に関する調査票（市町村教育委員会用） 

     

市町村教育委員会名   No.  

担当者職・氏名   作成年月日  

 

ふりがな  性

別

男 在籍学校等名  

氏  名  女 学 年 等  

 

１．本人・保護者への情報提供に関する記録 

期 日 説明内容 教育的ニーズ及び合意事項等 

年  月  日 

  

年  月  日 

  

年  月  日 

  

年  月  日 

  

年  月  日 

  

 

２．就学（転学）先及び教育支援の内容に関する所見 

【入学・転学が適当である学校等】 

１．小・中学校の通常の学級    ２．特別支援学級    ３．通級による指導    ４．特別支援学校 

【理由】 

 

【交流及び共同学習の実施】 

 

【教育支援の内容に関する事項：合理的配慮】 

 

【教育支援の内容に関する事項：基礎的環境整備】 

 

－20－ － 21－



様 式 3-1号  

青 教 育 第   号  
平 成   年   月   日 

 
 
   殿  
 
 
                    青  森  県  教  育  委  員  会  
                                   教  育  長  
 
 

就   学   通   知   書  
 
 あなたが保護者になっている児童生徒の就学について、下記のとおり通知します。 

 
 

記  

 

 (注 ) 通知書の記載事項に誤りがある場合や、住所が変更した場合は、速やかに青  

森県教育庁学校教育課特別支援教育推進室（ 017－ 734－ 9882(直通 )）へお知ら  

せください。  

 
 
 
 

児 童 生 徒 氏 名  性別   

生 年 月 日    平  成    年    月    日  

保 護 者 氏 名  続柄   

住 所  

学 校 名    青  森  県  立  

入 学 期 日    平  成    年    月    日  

備 考  

－20－ － 21－



様式 3－ 2号  

青 教 育 第   号 
平 成   年   月   日 

 
 
   殿  
 
 
                     青  森  県  教  育  委  員  会  
                                 教  育  長   
 
 

就   学   通   知   書  
 
 あなたが保護者になっている          の就学について、下記のとおり

変更しましたので通知します。  
 
 

記  

  

(注 ) 通知書の記載事項に誤りがある場合や、住所が変更した場合は、速やかに青  

森県教育庁学校教育課特別支援教育推進室（ 017－ 734－ 9882(直通 )）へお知ら  

せください。  

 
 
 

児 童 生 徒 氏 名  性別   

生 年 月 日    平  成    年      月     日  

保 護 者 氏 名  続柄   

住 所  

学 校 名    青  森  県  立  

入 学 期 日    平  成    年      月     日  

備 考  

－22－ － 23－



様式 3－ 3号  

青 教 育 第   号 
平 成   年   月   日 

 
 
   殿  
 
 
                    青  森  県  教  育  委  員  会  
                                教  育  長    
 
 

就   学   通   知   書  
 
 あなたが保護者になっている       の就学について、平成  年  月  日付

け青教育第     号で通知しましたが、下記のとおり取り消しましたので通知し

ます。  
 
 

記  

                                                              

             

 

 
 
 
 
 

児 童 生 徒 氏 名  性別   

生 年 月 日    平  成    年    月    日  

就 学 を 取 り 消 し た 学 校 名    青  森  県  立  

備 考  

－22－ － 23－



様式 4－ 1号  

青 教 育 第   号 
平 成   年   月   日 

 
 
   殿  
 
 
                   青  森  県  教  育  委  員  会  
                                教  育  長    
 
 

児童生徒の就学について  (通知 )  
 
 平成   年度貴校に就学する児童生徒の氏名及び入学期日等について、下記のと

おり通知します。  
 なお、保護者及び関係市町村教育委員会には入学期日等を別途通知したことを申

し添えます。  
 

記  

                                                              

               

 

児 童 生 徒 氏 名  性別   

生 年 月 日    平  成    年      月    日  

保 護 者 氏 名  続柄   

住 所  

入 学 期 日    平  成    年      月    日  

備 考 
 

 

－24－ － 25－



様式 4－ 2号  

                                           青  教  育  第     号  
                                           平  成   年   月   日  
 
 
   殿  
 
 
                   青  森  県  教  育  委  員  会  
                               教  育  長   
 
 

児童生徒の就学の取り消しについて  (通知 )  
 
 平成   年   月   日付け青教育第    号で通知した下記の者の就学につい

て、下記のとおり取り消したので通知します。  
 
 

記  

                                                              

             

 

 
 
 
 
 

児 童 生 徒 氏 名  性別   

生     年     月     日 平  成    年    月    日  

入 学 指 定 期 日 平  成    年    月    日  

備 考  

－24－ － 25－



様式 4－ 3号  

青 教 育 第   号 
平 成   年   月   日 

 
 
   殿  
 
 
                    青  森  県  教  育  委  員  会  
                               教  育  長   
 
 

児童生徒の就学指定校の変更について  (通知 )  
 
 平成    年    月    日付けで通知のあった就学指定校の変更願について、下記

のとおり保護者、転学先学校長及び関係市町村教育委員会あて通知したのでお知ら

せします。  
  
 

記  

                                                              

               

 
 
 

児 童 生 徒 氏 名  性  別   

生 年 月 日 平  成    年    月     日  

保 護 者 氏 名  続  柄   

変 更 後 の 就 学 指 定 校 青  森  県  立  

入 学 指 定 期 日 平  成    年    月     日  

備 考  

－26－ － 27－



様式 5－ 1号  

青 教 育 第   号 
平 成   年   月   日 

 
 
 （市町村）教育委員会教育長   殿  
 
 
                    青  森  県  教  育  委  員  会  
                                  教  育  長   
 

特別支援学校への就学者について  (通知 )  
 
  このことについて、学校教育法施行令第１５条の規定により下記のとおり通知し

ます。  
  なお、保護者及び就学先の学校長には、入学期日等を別途通知ことを申し添えま

す。  
 
 

記  

 
 

 

 
 
 
 

児 童 生 徒 氏 名  性別   

生 年 月 日 平  成    年     月     日  

保 護 者 氏 名  続柄   

住 所  

学 校 名 青  森  県  立  

入 学 期 日 平  成    年     月     日  

備 考  

－26－ － 27－



様式 5－ 2号  

青 教 育 第   号 
平 成   年   月   日 

 
 
  （市町村）教育委員会教育長   殿  
 
 
                       青  森  県  教  育  委  員  会  
                                     教  育  長   
 
 

特別支援学校への就学者について  (通知 )  
 
 このことについて、就学させる学校を変更したので学校教育法施行令第１６条の

規定により下記のとおり通知します。    
 なお、保護者及び就学先の学校長には、入学期日等を別途通知したことを申し添

えます。  
 
 

記  

 
 

 

 

 

 

児 童 生 徒 氏 名  性別   

生 年 月 日 平  成    年      月    日  

保 護 者 氏 名  続柄   

住 所  

学 校 名 青  森  県  立  

入 学 期 日 平  成    年      月    日  

備 考  

－28－ － 29－



様式 5－ 3号  

青 教 育 第   号 
平 成   年   月   日 

 
 
 （市町村）教育委員会教育長   殿  
 
 
                     青  森  県  教  育  委  員  会  
                                   教  育  長   
 
 

特別支援学校への就学者について  (通知 )  
 
  このことについて、平成   年   月   日付け青教育第   号で通知した下  

記の者の就学について、取り消したので通知します。    
 
  

記  

                                                              

               

 
 
 
 

児 童 生 徒 氏 名  性別   

生 年 月 日 平  成    年    月     日  

保 護 者 氏 名  続柄   

住 所  

学 校 名 青  森  県  立  

入 学 期 日 平  成    年    月     日  

備 考  

－28－ － 29－



様式６号［就学を指定された学校の変更願］  
                                         平  成   年   月   日  
 
 
  青森県教育委員会教育長   殿  
 
  
                            保護者  住   所  
                                  氏   名              ㊞  
 
 
  私が保護者になっている        の就学を指定された学校について、下  

記のとおり変更してくださるようお願いします。  

 
 

記  

                                                              

           

(注 )  まだ、就学指定校に就学していない場合は、市町村教育委員会を経由して提  

    出してください。  
      現在、指定校に就学している場合は、就学先の学校長を経由して提出してく  

    ださい。  
 
 
 

就 学 を 指 定 さ れ た 学 校 青  森  県  立  

就 学 を 希 望 す る 学 校 青  森  県  立  

上 記 の 学 校 を 希 望 す る 
具 体 的 事 由 具 体 的 事 由 

 

 

 

 

 

 

 

※転居による場合は、転居予定住所を記入すること。

希 望 入 学 期 日 平  成   年   月   日  

－30－ － 31－



様式７号［就学を指定された学校の取消し願］  
                                         平  成   年   月   日  
 
 
  青森県教育委員会教育長   殿  
 
  
                              保護者  住   所  
                                    氏   名           ㊞  
 
 
  私が保護者になっている             の就学先について、先に指定

されましたが、取り消してくださるようお願いします。  

 
 

記  

                                                              

           

(注 ) この書類は、市町村教育委員会を経由して提出してください。  
 
 
 
 
 
 
 

就 学 を 指 定 さ れ た 学 校 青  森  県  立  

指 定 入 学 期 日 平  成    年    月    日  

取 り 消 し を 希 望 す る 
具 体 的 事 由 具 体 的 事 

 
 
 
 
 
 
 
 
※転居による場合は、転居予定住所を記入すること。

－30－ － 31－



様式８号  

文 書 番 号  
平成    年    月    日 

 
 
  青森県教育委員会教育長   殿  
 
 
                                     （  特別支援学校  ）         
                                         校  長  

 
児童生徒の転学について  (通知 )  

 
  このことについて、下記の児童生徒について別紙のとおり願い出がありましたの

で通知します。  

 
記  

 
 

 (注 ) 学年の右横の（  ）には、訪問、重複等校内の所属を記入願います。  

 

児  童  生  徒  氏  名  性別   

生 年 月 日 平  成     年     月     日  

在  籍  学  部 ・ 学  年     学   部      学   年   (            )  

保   護   者   氏   名  続柄   

児  童  生  徒   住  所  

保   護   者   住   所  

転   学   希   望   校 青  森  県  立  

転    学     事    由 別紙学校長意見書及び診断書・医師所見書の  
とおり  

転 学 希 望 年 月 日 平  成     年     月     日  

印 

－32－ － 33－



様式９号  
 

児童生徒についての学校長意見書  
                                                              

                  

 (注 ) 学年の右横の ( )内には、訪問、重複等校内の所属を記入願います。  
 

児 童 生 徒 氏 名  性別  

生   年   月   日 平  成     年     月     日  

学  部  ・  学  年      学  部      学  年  (                  )  

区         分  入  学  当  初  の  状  況 現   在   の   状   況 

変  
 
 

容  

 
 

の  
 
 

状  
 
 

況  

障 害の状態   

学 習 面   

運 動 面   

行 動 面   

コミュニケーション面   

そ の 他   

判  
断  
・  
診  
断  
等  

校内(地区 ) 
教 育支援委 

員会等の判断 
  

医学的診断    

学 校 長 の 意 見  

－32－ － 33－



様式 10－ 1号  

文 書 番 号  
平成    年    月    日 

 
 
  青森県教育委員会教育長   殿  
 
 
                                   （  特別支援学校  ）             

                  校  長  

 
 

特別支援学校就学対象者でなくなった者について  (通知 )  
 
  このことについて、学校教育法施行令第６条の２第１項の規定に基づき、下記の

とおり通知します。  

 
記  

 

 

（注）   学年の右横の（  ）には、訪問、重複等校内の所属を記入願います。  
 

児 童 生 徒 氏 名  性別   

生   年   月   日 平  成     年     月     日  

在 籍 学 部 ・ 学 年      学  部      学  年   (                )  

保  護  者  氏  名  続柄   

児 童 生 徒 住 所  

保  護  者  住  所  

対象者でなくなった 

事由事由事由事由事由 別紙診断書・医師所見書・学校長意見書のとおり  

備         考 本校には、平成   年   月   日まで在籍  

        立               学  校  へ転出  

印 

－34－ － 35－



様式 10－ 2号  

文 書 番 号 
平成    年    月    日 

 
 
  青森県教育委員会教育長   殿  
 
                                     （  特別支援学校  ）            
                                        校  長  

 
 
       小学校及び中学校に就学することが適当であると  
       思料する者について  (通知 )  
 
  このことについて、学校教育法施行令第６条の３第１項の規定に基づき、下記の

とおり通知します。  
 

記  

 
 

（注）   学年の右横の（  ）には、訪問、重複等校内の所属を記入願います。  

児 童 生 徒 氏 名  性別   

生   年   月   日 平  成     年     月     日  

在 籍 学 部 ・ 学 年      学  部      学  年   (                )  

保  護  者  氏  名  続柄   

児 童 生 徒 住 所  

保  護  者  住  所  

就 学 す る こ と が 

適 当 で あ る と 

思 料 す る 事 由 

 

希 望 入 学 期 日  

備         考  

印 

－34－ － 35－



様式 10－ 3号  

文 書 番 号 
平成    年    月    日 

 
 
  青森県教育委員会  教育長  殿  
 
                                  （市町村）教育委員会  
                                    教育長（氏    名）    

 
 
      小学校及び中学校に就学することが適当でないと  
      認めた者について  (通知 )  
 
 
  このことについて、学校教育法施行令第６条の３第３項の規定に基づき、下記の

とおり通知します。  

 
記  

 
 

 (注 ) 学年の右横の（  ）には、訪問、重複等校内の所属を記入願います。  

 

児 童 生 徒 氏 名  性別   

生   年   月   日 平  成     年     月     日  

在 籍 学 部 ・ 学 年      学  部      学  年   (                )  

保  護  者  氏  名  続柄   

児 童 生 徒 住 所  

保  護  者  住  所  

就 学 す る こ と が 

適 当 で な い と 認 

め た 事 由 。 。 。 
 

備         考  

印 

－36－ － 37－



様式 11－ 1号  

青 教 育 第   号 
平 成   年   月   日 

 
 
  市町村教育委員会教育長   殿  
 
 
                                 青  森  県  教  育  委  員  会  
                                    教  育  長  

 
 

特別支援学校就学対象者でなくなった者について  (通知 )  
 
  このことについて、学校教育法施行令第６条の２第２項の規定に基づき、下記の

とおり通知します。  
 

記  
                                                              

               

 

児 童 生 徒 氏 名  性別   

生   年   月   日 平  成    年    月    日  

在 籍 学 部 ・ 学 年 青森県立                           学部     学年  

保  護  者  氏  名  続柄   

児 童 生 徒 住 所  

保  護  者  住  所  

対象者でなくなった 

事由。。。。。。。  

備 考 平  成   年    月    日  よ  り  

立                    学  校  へ   

－36－ － 37－



様式 11－ 2号  

青 教 育 第   号 
平成    年    月    日 

 
 
  市町村教育委員会教育長   殿  

 
                                 青  森  県  教  育  委  員  会  
                                 教  育  長   

 

 
 
 
      小学校及び中学校に就学することが適当であると  
      思料する者について  (通知 )  
 
  このことについて、学校教育法施行令第６条の３第２項の規定に基づき、下記の

とおり通知します。  
 

記  

 

 

 (注 ) 学年の右横の（  ）には、訪問、重複等校内の所属を記入願います。  

 

児 童 生 徒 氏 名  性別   

生   年   月   日 平  成     年     月     日  

在 籍 学 部 ・ 学 年      学  部      学  年   (                )  

保  護  者  氏  名  続柄   

児 童 生 徒 住 所  

保  護  者  住  所  

就 学 す る こ と が 

適 当 で あ る と 思 料 

す る 事 由 。 。 。 。 
 

希 望 入 学 期 日   

備 考  

－38－ － 39－



様式 11－ 3号  

青 教 育 第   号  
平 成   年   月   日 

 
 
    （特別支援学校）校長   殿  
 
 
                      青  森  県  教  育  委  員  会  
                                    教  育  長   
 
      小学校及び中学校に就学することが適当でないと  
      認めた者について  (通知 )  
 
 
  このことについて、学校教育法施行令第６条の３第４項の規定に基づき、下記の

とおり通知します。  
 

記  

 
 

 (注 ) 学年の右横の（  ）には、訪問、重複等校内の所属を記入願います。  

児 童 生 徒 氏 名  性別   

生   年   月   日 平  成     年     月     日  

在 籍 学 部 ・ 学 年      学  部      学  年   (                )  

保  護  者  氏  名  続柄   

児 童 生 徒 住 所  

保  護  者  住  所  

就 学 す る こ と が 

適 当 で な い と 認 

め た 事 由 。 。 。 
 

備 考  

－38－ － 39－



様式 12号［  区域外就学（特別支援学校）願  ］  
                                         平  成   年   月   日  
 
        教育委員会教育長   殿  
 
 
                            保護者  住  所  
                                   氏  名            ㊞  
 
 
 私が保護者になっている           を、貴教育委員会管轄下の学校に

就学させてくださるようお願いします。  
 

記  
                                                              

                 

(注 )  宛名は、就学を希望する学校の設置者である都道府県教育委員会教育長とし、

児童生徒の住所のある市町村教育委員会を経由して提出してください。  
 
 

児 童 生 徒 氏 名  性別   

生 年 月 日 平  成    年    月    日  

住 所  

保 護 者 氏 名  続柄   

現 在 の 就 学 状 況  

障 害 の 種 類 ・ 程 度  

就 学 希 望 校 学校    学部   学年  

上 記 の 学 校 を 希 望 
す る 具 体 的 事 由  

希 望 入 学 期 日 平  成    年    月    日  

－40－ － 41－



様式 13号  

青 教 育 第   号 
平 成   年   月   日 

 
 
           殿  
 
 
                       青  森  県  教  育  委  員  会  
                                   教  育  長   
 
 

区域外就学の承諾について  (通知 )  
 
  平成   年   月   日付けで願い出のあった、あなたが保護者になっている児

童生徒の当教育委員会管轄下の学校への就学について、下記のとおり承諾します。  
 
 

記  
                                                              

             

(注 )  この承諾書は、児童生徒の住所のある市町村教育委員会に提出する「区域外  

    就学の届出書」に添付して提出してください。  

 
 
 
 
 
 
 

児  童  生  徒  氏  名  性  別   

生     年    月    日 平  成    年    月    日  

学       校       名 青  森  県  立  

入    学     期    日 平  成    年    月    日  

備 考  

－40－ － 41－



様式 14号   [ 区域外就学  (特別支援学校 ) 届出書  ]  
                                          平  成   年   月   日  
 
 
      教育委員会教育長   殿  
 
 
                       保護者   住   所  
                          氏   名           ㊞  
 
 
  私が保護者になっている           を、下記のとおり就学させますの

で、承諾書を添えて届け出ます。  
 

記  

 
 

(注 )  児童生徒の住所のある市町村教育委員会に提出してください。  
 
 
 
 
 
 
 

児  童  生  徒  氏  名  性別  
 

生     年    月    日 平  成    年    月    日  

住               所  

学 校 名 学  校   

入 学 期 日 平  成    年    月    日  

備 考  

－42－ － 43－



様式 15号  

文 書 番 号  
平成    年    月    日 

 
     教育委員会教育長   殿  
 
                                     (特別支援学校 )  
                                         校  長  
 
 

児童生徒の退学について  (通知 )  
 
  このことについて、学校教育法施行令第１８条の規定に基づき、下記のとおり通

知します。  

 
記  

                                                              

               

(注 )  児童生徒の住所のある市町村教育委員会に提出してください。  

 

児 童 生 徒 氏 名  性別   

生   年   月   日 昭  和・平  成   年   月   日  

在 籍 学 部 ・ 学 年 学部        学年  

保  護  者  氏  名  続柄   

児 童 生 徒 住 所  

保  護  者  住  所  

退  学  理  由  

備         考 本校には  平  成   年   月   日まで在籍  
立                学  校  へ転出  

印 

－42－ － 43－



（５）記入例と作成上の留意点 

 

１）様式１号 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【氏名】【性別】【生年月日】【現住所】 

・学齢簿に記載されているとおり、正確に

記入する。 

・なお、アパート等に居住する場合は、詳

細を記入する。 

【施設名】 

・新入学は幼稚園等名、小・中学

校は学校名を記入する。 

【職業・勤務先】 

【電話番号】 

・確認の上、記入する。 

【障害の種類】 

・視覚障害、聴覚障害、知的障

害、肢体不自由、病弱のうち該

当するもの（重複障害の場合は

すべて）を記入する。 

【障害の程度】 

・医師による診断を参考に、障害の程度が分かる病名

や障害名を記入する。 

・各種手帳を所持している場合は、手帳の名称及び等

級を記入する。 

【備考】 

・重複障害者であって複数の就学先が対象となる場合、市町村就学指導委員会等の答申

と市町村教育委員会の決定が異なった場合など、その判断理由を具体的に記載する。

・別紙（様式任意）としても差し支えありません。 

－44－ － 45－



２ ） 様 式 ２ 号  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【通院歴】【相談歴】【教育歴】 

・直近のものを３つまで記入する。 

【教育支援に関する調査票（保護者用）】 

・保護者による記入を原則とする。 

・聞き取りに基づき市町村担当者等が記入する場合は、保護者への説明を行い、了解

を得る。 

【希望する学校、通学方法、交流及び共同学習の実施希望、教育支援の内容に関する希望】 

・該当するものを記入する。 

・希望する理由や方法、内容などについて、できるだけ具体的に記入する。 

【学校見学、体験入学の実施】 

・実施の有無について記入する。 

・特別支援学校については、学校名を記入する。 

－44－ － 45－



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【教育支援に関する調査票（学校・福祉施設等用）】 

・学級担任、担当職員による記入をもとに、必要に応じて校内委員会等による審議

を行うなどして、最終的には所属長の責任において作成する。 

【本人の状況】 

・それぞれの項目ごとに、特徴的なことを記入する。 

・所見や解釈ではなく、具体的な事実を記入する。 

【入学・転学に関する所見】 

・本人や保護者の意向を前提とした所見ではなく、「２．教育支援の内容」を踏まえ、当該児

に対し現に教育（保育）等を行っている機関としての所見を記入する。 

・学校種等（通常学級、特別支援学級、特別支援学校等）や障害種別（視覚障害、自閉症・情

緒障害学級等）の妥当性に関する表記については、根拠とする理由を併記するなど慎重に行

う。 

【教育支援の内容】 

・指導場面における具体的な

手立てと当該児の変容につ

いて、記入する。 

－46－ － 47－



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【教育支援に関する調査票（専門員用）】 

・当該児の教育機関等以外に所属する専門調査員等が記入する。 

・就学先の検討において必要な情報について、専門的な観点から明示する。 

・就学先の妥当性等を示すことは馴染まない。 

【発達や生活の状況】 

・診断等の事実及び観察に基づき記入する。

・障害名や診断名にとらわれることなく、観

察した事実に基づいて記入する。 

【特記事項】 

・行動上、特記すべきものを項目別に記入する。

・病名や診断名によらず、「行動上の特性」との

観点から観察、記入する。 

【諸検査の結果】 

・直近のものを３つ

まで記入する。 

【行動観察及び諸検査の結果を踏まえた本人の全体像】 

・「１．行動観察」「２．諸検査の結果」に基づき、本人

の行動特性がわかるように記入する。 

【教育支援に関する配慮事項】 

・学習場面などを想定し、活動や参加をするための具体的な手

立てなどを記入する。 

－46－ － 47－



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【教育支援に関する調査票（医師用）】 

・主治医、市町村教育支援委員会等の委員である医師などが記入する。 

・診断名及び教育活動における医療的な配慮事項について記入する。 

【学校での教育活動における医療的な配慮事項に関する所見】 

・学習活動における禁忌、留意事項を記入する。 

・本人が学習活動に参加するために必要となる病気や障害の状態に関する医療的な

配慮事項を具体的に記入する。 

・就学先に関する事項（具体的な学校名等）は記入しない。 

－48－ － 49－



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【教育支援に関する調査票（市町村教育委員会用）】 

・本人へ教育支援を提供する立場、小・中学校を所管する立場から記入する。 

・教育支援委員会等を所掌する事務局としての立場からではないことに留意する。 

・「相談支援ファイル」等を活用することにより、保護者との相談経過の共有に留意する。

【本人・保護者への情報提供に関する記録】 

・市町村教育委員会が行った教育相談やガイダンスにおい

て提供した情報や確認、合意した事項を記入する。 

【就学（転学）先及び教育支援の内容に関する所見】 

・市町村教育委員会としての判断に基づき記入する。この際、教育支援委員会等

における審議で取り扱われる所見である（最終決定ではない）ことに留意す

る。 

－48－ － 49－



３ 資料 

 

（１）よくある質問と答え 

 
Ｑ１ 保護者への就学に関する情報提供は、いつから行えばよいですか。

また、どのような内容を、どのようにお知らせすればよいですか。  
 
Ａ１ 就学先決定が円滑に進められるためには、本格的な就学期の相談が

開始される以前の適切な時期に、本人・保護者に対して就学に関する

ガイダンスを行うことが必要です。  
その内容は、全体的な事務手続の流れ、就学相談や学校見学等のス

ケジュール、域内の学校（通常の学級、通級による指導、特別支援学

級、特別支援学校）や支援のための資源の状況のほか、入学までのス

ケジュール等が考えられます。その際、就学先についての意見聴取が

行われること、実際の就学先決定後も障害の状態等を踏まえ柔軟に転

学が可能であることを伝え、その理解を促すことが大切です。  
また、保護者の意向は可能な限り尊重されることを伝え、保護者が

安心して相談に臨むことができるようにし、保護者の就学相談に対す

る主体性を引き出すことが大切です。  
 
 
Ｑ２ 市町村教育委員会が一貫した教育支援を行うに当たって、どのよう

な体制を整備すればよいですか。  
 
Ａ２ 早期からの一貫した支援を行うためには、市町村教育委員会が乳幼

児健康診査等の実施や早期支援に係る機関（認定子ども園、保育所、

幼稚園、医療機関、福祉施設等）を所管する市町村担当部局との連携

を密にし、関係する情報を適切に共有するなど、円滑な連携体制を整

えることが必要です。  
また、教育相談の実施や個別の教育支援計画の作成等を行うために、

特別支援教育の経験豊かな小・中学校の教員を活用したり、地域の特

別支援学校を活用することなどが考えられます。  
このほか、関係機関や専門家等の人材が確保しにくい市町村におい

ては、例えば、複数の市町村教育委員会が共同で「教育支援委員会

（就学指導委員会等）」を設置するなど、複数の市町村が連携して体

制整備をすることも考えられます。  
なお、「教育支援委員会（就学指導委員会等）」については、早期

－50－ － 51－



からの教育相談・支援や就学先決定時のみならず、その後の一貫した

支援についても助言を行うよう機能の拡充を図っていくことに留意す

る必要があります。  
 
 

Ｑ３ 特別支援学校に在籍する児童生徒が、小・中学校への転学を希望す

る場合、どのように手続きを行えばよいですか。  
 
Ａ３ 転学が想定されるケースは、①障害の程度が学校教育法施行令第２

２条の３に示す表の程度ではなくなった場合、②障害の状態等の変化

により小・中学校への就学が可能であると在籍する特別支援学校長が

思料する場合の２つがあります。  
①の場合、市町村教育委員会は、県教育委員会からの通知を受け、

就学する小・中学校を決定し、就学通知を発出します。  
②の場合、当該特別支援学校長は、障害の状態等の変化により小・

中学校への就学が適当であると思料する旨を、県教育委員会を経由し

て住所のある市町村教育委員会に通知します。市町村教育委員会は、

通知を踏まえ、当該児童生徒について再度就学先の検討を行い、新た

に小・中学校へ就学させるか、引き続き特別支援学校に就学させるか

の判断を行います。その後、関係通知を発出することになります。  
なお、当該児童生徒の障害の状態や学習活動に関する情報が円滑に

引き継がれ、滞りなく学習活動が行えるよう、関係者間の連絡を密に

行うことが大切です。  
 
 
Ｑ４ 他県の特別支援学校に在籍する児童生徒が転入する場合、どのよう

に手続きを行えばよいですか。  
 
Ａ４ 転入先となる市町村教育委員会は、転入してくる児童生徒の就学先

を決定し、保護者及び県教育委員会に通知することになります。  
就学先の検討は通常の手続きに準じて行うこととなります。この際、

時間に暇がない等の事情により「教育支援委員会（就学指導委員会

等）」の開催が難しい場合も考えられますが、例えば、保護者の了解

を得て、住所のある市町村教育委員会や前籍校から、障害の状態や教

育支援の内容に関する資料の提供を受け、判断の材料とすることも考

えられます。  
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Ｑ５ 福祉施設への入所に伴い特別支援学校への転学を検討する場合、留

意すべきことは何ですか。  
 
Ａ５ 福祉施設へ入所したからといって、就学先が特別支援学校となるわ

けではありません。障害の程度が、学校教育法施行令第２２条の３の

表に示す程度である者が特別支援学校へ就学できます。  
就学先は、児童生徒の障害の状態、本人の教育的ニーズ、本人・保

護者の意見、専門家の意見、学校や地域の状況等を踏まえて総合的な

観点から判断する必要があります。  
市町村教育委員会は、児童相談所等との連携を密にし、適切に就学

先の検討を行うことが大切です。  
なお、施設入所に伴って住所が異動する場合は、転出先の市町村教

育委員会が就学先を決定することも想定されるため、あらかじめ情報

を共有しておくことが大切です。  
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 本 人･ 保 護 者 の 意 見 を 最 大 限 尊 重 （ 可 能 な 限 り

そ の 意 向 を 尊 重 ） し 、 教 育 的 ニ ー ズ と 必 要 な 支 援 に

つ い て 合 意 形 成 を 行 う こ と を 原 則 と し 、 市 町 村 教 委

 が 最 終 決 定
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（３）関係法令、通知等 

 
◎就学先を決定する仕組みの改正に関する通知 

・学校教育法施行令の一部改正について（通知） 

平成２５年９月１日付け２５文科初第６５５号 文部科学事務次官通知 
http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/tokubetu/material/1339311.htm 

・障害のある児童生徒に対する早期からの一貫した支援について（通知） 

平成２５年１０月４日付け２５文科初第７５６号 文部科学省初等中等教育局長通知 
http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/tokubetu/material/1340331.htm 

 
◎就学手続や早期からの一貫した支援に関する資料 

・教育支援資料～障害のある子供の就学手続と早期からの一貫した支援の充実～ 

平成２５年１０月 文部科学省初等中等教育課特別支援教育課 
http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/tokubetu/material/1340250.htm 

 
◎インクルーシブ教育システム構築に関する報告等 

・共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推

進（報告） 
平成２４年７月２３日 中央教育審議会初等中等分科会 
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo3/044/houkoku/1321667.htm 

・インクルーシブ教育システム構築支援データベース 

独立行政法人国立特別支援教育総合研究所 
http://inclusive.nise.go.jp/ 

 
◎関連する法令等 

・障害者基本法の一部を改正する法律 

平成２３年法律第９０号 内閣府 
http://www8.cao.go.jp/shougai/suishin/kihonhou/kaisei2.html 

・障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律 

平成２５年法律第６５号 内閣府 
http://www8.cao.go.jp/shougai/suishin/law_h25-65.html 

 
◎県教育委員会からの関連情報 

・「相談支援ファイル」の詳細 

県教育庁学校教育課 
http://www.pref.aomori.lg.jp/bunka/education/file.html 

・特別支援教育に関する資料等 

県教育庁学校教育課 
http://www.pref.aomori.lg.jp/bunka/education/tokushi_siryou.html 

・研修や相談に関する資料等 

県総合学校教育センター特別支援教育課 
http://ts.edu-c.pref.aomori.jp/ 
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本資料は、文部科学省初等中等教育局特別支援教育課が作成した「教育支援資料

～障害のある子供の就学手続と早期からの一貫した支援の充実～」の内容を参考

に、平成２５年度文部科学省委託事業「早期からの教育相談・支援体制構築事業」

において、青森県教育庁学校教育課特別支援教育推進室が作成したものです。 
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